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内容

• 921地震の概要

• 921地震と防災体制の関係

•国と地方の防災体制の経緯

•地域の防災まちづくりの推進

•近年の脅威：気候変動の対応

•今後の課題



世界銀行の報告(2005):National Disaster Hotspots – A Global Risk Analysis
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台湾は世界中に災害ポテンシャル
の相対的高い地域の一つ
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自然災害：主な地震、台風、洪水、干ばつなど四種類
以上



台湾でよく発生する自然災害

2001年Nari 台風 出典:杜建重撮影921地震 出典:中央通信社

2023年 干ばつの日月潭 出典:工商時報2009年Morakot台風出典:聯合報資料



• 1999.9.21, AM1:47, 
M7.3

• 死亡者：2,454名、負傷
者：11,305名

• 住宅被害：84,255戸
（全壊38,935戸、半壊
45,320戸）

• 経済損し：直接3,622.8
億元、間接971.2億元
（当時レット1台湾ドル
≒3.8日本円）

921地震の被災概要



防災体制の始動：災害防救法の設立

◆921震災前：災害救助は主旨であった

• 1945-65年：「地震の救済要項」や「災害による死傷及び家屋倒壊の救済
要項」

• 1965-94 年：「台湾省における自然災害の防救及び善後処理の要項」

◆1994年「ノースリッジ地震」及び「名古屋空港事故」後

• 1995年3月内政部消防署の創設、災害防救法案の打ち出され、
• 災害の応急対応は、主に国の責任であったこと、阪神経験からの刺激

◆921震災後：2000年の災害防救法の始まり

• 行政院の中央防災委員会の位置づけ、三級災害対応システム、国家災害
防救科技センターの創設

◆それ以降主な改正：

• 2009年モーラコット台風の後、広域支援、土地使用の制限、地域の共助
など

• 2016年0206美濃地震の後、再建支援の充実
• 2022年気候変動について、国民の防災意識の強化を条文入れ



国と地方における防災体制

出典：台湾行政院中央災害委員会の加筆



地方自治体の防災力の強化（2003年
から現在）：大学との連携

直轄市、県市の
地方自治体の地
域防災計画の試
行

2004年～2007
年試行期

直轄市、県市と135
郷鎮市区の地域防災
計画の作成と防災行
政の訓練と強化

第一期五か年
2009年～2013年

第二期五か年
2014年～2017年

368郷鎮市区の地方自
治体における地域防災
計画の作成と防災行政
の訓練と強化

地方自治体とコミュニ
ティ及び企業とともにレ
ジリエンスと防災力を強
化する

第三期五か年主に民間
2017～2022年

第四期：主に地震災害に重心を置く
2023年～現在五か年予定

強靭化台湾における大規模風災と震災に
関する整備と協働プロジェクトにより、
防災士、レジリエンスコミュニティと企
業防災に深く強化する

引き続き

行政の防災能力の強化、被害想定の手順と防災計画の策定、ハ
ザードマップ作成、データベースの統合

民間防災力の強化、防災士
訓練

行政の広域支援の強化､防災士とボランティ
アセンターづくり、国家安全の強化など

仙台防災枠組
2015－2013



各県市の防災と協力大学の関係



民間の防災力の強化ー防災まち
づくり
◆921震災前（1998－2000年）

•内政部「民力運用計画」

◆啓蒙期（2000－2002年）

• 主に避難訓練、コミュニティの防災まちづくりの試行（台湾
大学陳チーム、921再建委員会）

◆パイロット計画推進期（2006ー2009年）
• コミュニティの防災まちづくりの試行（長栄大学邵チーム、
内政部消防署防災まちづくり三か年計画）

◆全面推進期（2010年以降～）

• 水害防災まちづくり、山間部防災まちづくり、レジリエンス
コミュニティなど

阪神経験の生かす

モーラコット台風
教訓の生かす



震災直後の避難マップ作り



パイロット計画：台南市金華コミュニティ



全面推進期：水害防災まちづくり



自主防災 減災の挑戦

地区防災計画 安全の強化

過去の教訓を生かし、
死傷の量の抑え

災害弱者の守ること、
優先的

避難ルートとマップ、
地区計画、チラシの宣
伝……(量)

住民との議論、リスク
コミュニケーション、
理解と認識の求
め……(質)

地区（コミュニティ）防災計画の策定



近年の脅威：気候変動への対応
◆国
• 経済建設委員会：気候変動適応策略（2010年）

• 国家発展委員会：国家気候変動適応政策綱領（2012年）

• 行政院災害防救委員会：気候変動のレジリエンスな都市の建
言（2020年）

• 国家科学技術委員会：「気候変動と強靭化台湾の構築」
（2022年）

• 気候変動署の創設（2023）

◆地方

• 水害に強靭化まちの評価指針

◆民間コミュニティと企業

• 水害レジリエンスなまちづくりの推進、事業持続的運営
仕組みの構築



行政院災害防救委員会の提言

出典：行政院災害防救委員会, 2020



国の政策の統合：研究と実務実践の統合

出典：国家科学技術委員会, 2022



地方自治体：水害に強靭化まちの評価指針

水害に強靭化まちの評価と適応指針(2017~2018)

•防災資源の投資、住民の防災意識と能力、インフ
ラ施設の持続的運営、リスク受け入れと復興能力



出典：内政部建研、邵珮君など，水害レジリエ
ンスなコミュニティ推進マニュアル（2022）

行動の参加 正確な概念 環境の理解 準備の出来上がり

挫折に怖くない

教訓と学習 繰り返し訓練

1 2 4 5 6 73

住民のレジリエンスな防災概念二

水害のリスク認識と対策作成三

資源とネットワークの準備四

人員の参加一

復興の準備と推進五

災害後の再建と学習六

定期的に訓練七

水害レジリエンスなコミュニティの推進時系列の7つの
段階に編成する

行動の参加

正確的な觀念

環境の了解

準備のできる

挫折に怖くない

学習と教訓

持続的な訓練

地域：水害レジリエンスなコミュニティの
推進へ



今後の課題：大地震と極端的気象

◆921地震の教訓と記憶は風化され、シナリオベースの把握
で、被害想定の手法検討により防災対策への応用と検証

◆公助の専業と協働の意識：国は防災部門と都市計画や国
土計画部門との連携の必要

◆公助の専業と行政人材の育成：地方自治体は訓練から地
域防災計画の改定と地域防災力と繋がりの必要

◆自助と共助の実践：民間の自主防災から如何にレジリエ
ンス強化できることの認識

◆高齢化社会で、極端的気候変動の対応策として、持続的
な社会の実現への仕組みの構築



ご清聴、ありがとうございます．
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